自動車賃貸借に関する契約書

成田市土地開発公社（以下「発注者」という。）と　　　　　　　　　　　　（以下「受注者」という。）とは、受注者所有の自動車（以下「自動車」という。）の賃貸借に関し、次の条件及び約款のとおり契約を締結する。

１．契約件名       ：土地開発公社公用車借上　　　　　　　　≪７年度契約≫
２．品名及び数量   ：自動車一式（１台）
３．賃貸借契約期間 ：令和８年１月１６日～令和１３年１月１５日（６０ヶ月）
４．賃貸借料       ：（月額）自動車賃貸借料　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　（総額）自動車賃貸借料　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

５．賃貸借料金の支払：令和７年度の支払いは下記のとおりとする。
翌４月支払（   １～  ３月分）　　 　　　　　　円
令和８年度から令和１１年度の支払は下記のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　７月支払（  ４～  ６月分）　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　１０月支払（  ７～  ９月分）　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　１月支払（１０～１２月分）　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　翌４月支払（  １～  ３月分）　　　　　　　　　円
令和１２年度の支払は下記のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　７月支払（  ４～  ６月分）　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　１０月支払（  ７～  ９月分）　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　１月支払（１０～１２月分）　　　　　　　　　円

６．自動車明細等

　（１）車名        ：
　（２）型式　　　　： 
　（３）年式　　　　：

　（４）塗色　　　　：
　（５）使用の本拠地：千葉県成田市花崎町７６０番地
　（６）保管場所　　：千葉県成田市花崎町７６０番地
　（７）特別仕様等　：運転席・助手席エアバッグ、運転席パワーウィンドウ、エアコン、
ＡＭ／ＦＭラジオ、リモコンドアロック、パワーステアリング、
バックカメラ、コーナーセンサー（前後）
フロアマット、ドアバイザー、ドライブレコーダー（前方撮影のみ）、
タイヤチェーン　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　成田ナンバー版図柄入りナンバープレート（フルカラー）
７．規定損害金      ：基本額   　　　　　　　　　　円

                    ：逓減月額       　　　　　　　円
８．担当ﾃｸﾉｼｮｯﾌﾟ等 ：　
９．契約走行距離    ：月平均５００㎞以内
10．賃貸借料に含まれる費用

　（１）登録納車費用

　（２）環境性能割
　（３）自動車税(賃貸借期間の全額)

　（４）自動車重量税(賃貸借期間の全額)

　（５）自動車損害賠償責任保険料(賃貸借期間の全額)

　（６）メンテナンス及びその他のサービス

①継続車検整備

②定期点検

  ③点検時必要な油脂類・各種消耗品の交換・補充

  ④エンジンオイル交換（メーカー推奨距離又は期間）
    ⑤タイヤ交換 （夏タイヤ必要本数）
    ⑥バッテリー交換（車の始動時支障が生じた場合）
    ⑦その他一般修理

この契約締結の証として、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ各１通を保有するものとする。

令和７年８月　　日

                          発注者　　千葉県成田市花崎町７６０番地

                                  　成田市土地開発公社
                                  　理事長　　　宮　田　洋　一
                          受注者　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
契約約款
（賃貸借の趣旨）
第１条　発注者と受注者との間の自動車賃貸借に関する契約の内容については、この契約約款の条項によるものとする。

（賃貸借期間）

第２条　賃貸借期間は、表記３のとおりとする。

（賃貸借料）

第３条　自動車の賃貸借料は、表記４に記載した金額とする。

（賃貸借料の支払方法）

第４条　発注者は受注者に対し、表記５の方法により、賃貸借料を支払うものとする。

２　賃貸借料支払に伴う振り込み手数料等の費用は、発注者の負担とする。

（自動車の引渡し）

第５条 受注者は自動車の登録後、表記６(5)の使用の本拠地で発注者に自動車を引き渡すものとする。

２　発注者は、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）のないことを確認のうえ、自動車の引き渡しを受けるものとする。

３ 前項の場合において、自動車に契約不適合があることが判明した場合には、発注者は、受注者に自動車の修補、取替え又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

４ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。

(1) 履行の追完が不能であるとき。

(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(3) 自動車の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。

(4) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。

５ 前２項の規定による契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、第３項の規定による履行の追完又は第４項の規定による代金の減額の請求をすることができない。

（契約不適合責任期間）

第５条の２　受注者が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない自動車を発注者に引き渡した場合において、発注者がその不適合を知った時から１年以内にその旨を受注者に通知しないときは、発注者は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。ただし、受注者が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、発注者の権利の行使ができる期間について仕様書等で別段の定めをした場合は、その仕様書等の定めるところによる。

（自動車の保管）

第６条　発注者は善良な管理者の注意をもって、表記６(6)記載の場所に自動車を保管するものとし、その費用は発注者の負担とする。

（自動車の運行等）

第７条　発注者は自動車を使用するにあたっては、法令及び諸規則に従い、日常点検整備を行い、安全運転に努めるものとする。

２　発注者は、前項の点検整備を怠ったことにより自動車に不具合が生じた場合、発注者はそれに起因する一切の損害を自ら負担し、受注者はなんらその責任は負わないものとする。

（契約走行距離）

第８条　発注者・受注者双方は表記４記載の賃貸借料が、表記９記載の月間走行距離を前提に決定されたものであることを確認するものとする。

（メンテナンスサービスの範囲）

第９条　受注者は自動車について、本契約期間中、表記10記載の賃貸借料に含まれる範囲内において、受注者の費用において行うこととする。

　(1)　表記10(6)の継続車検整備とは、継続車検整備作業とそれに伴う検査及び更新手続きを対象とする。

　(2)　表記10(6)の定期点検とは、法定点検整備とそれに準じて行う乗用車の６ヶ月点検を対象とする。

　(3)　表記10(6)の点検時に必要な油脂類各種消耗品の交換・補充とは、受注者の負担とした継続車検または定期点検整備を行う際に、受注者所定の油脂類・消耗部品を受注者所定の交換基準に基づいて交換・補充する場合の油脂類・消耗部品を対象とする。

（メンテナンス費用の負担）

第10条　表記５及び第９条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当した場合の費用は、特約事項に明記しない限り発注者の負担とする。

　(1)　表記10において賃貸借料に含まれる項目として記載あるメンテナンス項目の範囲外の整備・修理に要する費用

　(2)　発注者の故意もしくは過失に起因する自動車の損害の修理等に要する費用（キー閉じ込み・燃料切れ等の処理費用、通常の注意で発見・処置できたにもかかわらず放置したことによる不具合の修理等の費用）

　(3)　天災地変・飛来物・盗難・悪戯等に起因した修理等の費用

　(4)　経年変化等によって発生する腐食・劣化・退色の修理等の費用

　(5)　自動車の品質・機能に影響がないことが一般に認められている現象の修理等費用

　(6)　発注者が受注者の承認なしに担当テクノショップ等で独自に行った修理等の費用

（代車の提供）

第11条　受注者は表記10において、賃貸借料に含まれる項目として、代車の提供の記載がある場合は、その記載の条件において、受注者の選定する代車を無償で発注者に貸し渡すものとする。

（メンテナンスカード）

第12条　発注者が表記10に記載の整備・修理を受けるとき、または第１１条の代車の提供を受けるときは、受注者の発行するメンテナンスカードを提示のうえ、依頼するものとし、この提示がないときは受注者が別途代金を発注者に対して請求しても異議がないものとする。ただし、緊急時等やむを得ない状況が発生したときはこの限りではない。

（担当テクノショップ等）

第13条　発注者は、自動車の整備・修理が必要なときは、特別の事由がない限り受注者が指定するテクノショップまたは指定工場で整備・修理を行うものとする。

（通知義務）

第14条　発注者は、次の各号に掲げる事由が発生したときは、受注者に対し直ちにこれを通知するものとする。

　(1)　自動車について、盗難、被詐欺、滅失、故障、損害等が発生し、もしくは発生する恐れのあるとき。

　(2)　発注者の住所、代表者の変更、その他事業内容や組織に重大な変更があったとき。

（禁止行為）

第15条　発注者は、次の各号に掲げる受注者の権利を侵害する一切の行為をしてはならない。

　(1)　自動車の譲渡・転貸、または本契約に基づく権利の譲渡。

　(2)　自動車を担保の目的とすること。

　(3)　受注者の承諾を得ないで自動車の原状または自動車検査証の記載事項を変更し、もしくは自動車の保管場所・使用の本拠地・用途等を変更すること。

（自動車の保管、使用に基づく賠償責任）

第16条　発注者は、自動車の保管等に起因して第三者に損害を与えたときは、これをすべて自己の責任と費用負担において、解決処理するものとする。自動車の使用、保管に関し、発注者と第三者との間に紛争が生じたときも同様とする。

（事故処理）

第17条　発注者は、保険事故が発生した場合は、直ちに受注者及び保険会社に報告するとともに、併せて下記事項を遵守し保険処理を速やかに行うものとする。

　(1)　自動車事故発生の際は、発注者は直ちに現場における危険防止措置並びに負傷者の救護措置を講じるとともに、最寄りの警察に届けるものとする。

　(2)　法令及び保険約款に定められた処置をとること。

　(3)　事故に関して不利益な協定をしないこと。

　(4)　証拠の保全をすること。

　(5)　発注者は、自動車事故発生後速やかに事故報告書を受注者に提出するものとする。

（保険契約）

第18条　発注者は、自動車について賃貸借期間中、継続して発注者を被保険者とする任意保険（対人・対物・車両）について別途保険契約を締結するものとする。

（期間満了時の処置・再リース）

第19条　発注者がリース期間満了２ヶ月前までに受注者に対し再賃貸借の申込みをした場合には、発注者・受注者協議のうえ自動車について新たな賃貸借契約を締結できるものとし、その料金は別途定めるものとする。

２　また、新たな賃貸借契約を締結しなかったときは、賃貸借期間満了後、発注者は自動車を第37条で受注者に帰属したものを除き、発注者の費用負担で原状に回復したうえで受注者の指定する場所に返還するとともに、下記に掲げる費用があるときには、これを受注者に支払うものとする。

　(1)　自動車の返還が遅延したときは、契約満了日の翌日から自動車返還日までの間の表記４の賃貸借料支払額（１ヶ月未満は１ヶ月として計算）。

　(2)　返還された自動車が第５条引渡し時の原状と異なるときは、その原状回復に必要な費用。

３　前項に定める自動車の返還を発注者が怠った場合は、受注者は任意に自動車を引揚げることができるものとする。

（賃貸借支払額前払い）

第20条　下記に掲げる事由が生じたときは、受注者は発注者に対して残存期間の賃貸借支払額全額の前払いを請求できるものとする。

　(1)　自動車について著しい破損・滅失（天変地異等不可抗力によるものを含む）、盗難、紛失、被搾取等の事故を生じたとき、若しくは受注者に優先する権利を主張するものがあらわれたとき。

　(2)　発注者が第15条の禁止事項に違反したとき。

（発注者の任意解除権）

第21条　発注者は、自動車の引渡しが完了するまでの間は、次条又は第23条の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。

２　発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（発注者の催告による解除権）

第22条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

(1)　正当な理由なく、履行に着手すべき期日を過ぎても履行に着手しないとき。

(2)　引渡期日内に自動車を引き渡さないとき又は引渡期日経過後相当の期間内に引渡しを完了する見込みがないと認められるとき。

(3)　正当な理由なく、第５条３項の履行の追完がなされないとき。

(4)　前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

（発注者の催告によらない解除権）

第23条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。

(1)　第33条の規定に違反して債権を譲渡したとき。

(2)　自動車を引渡すことができないことが明らかであるとき。

(3)　受注者が自動車の引渡しを拒絶する意思を明確に表示したとき。

(4)　受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。

(5)　自動車の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。

(6)　前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。

(7)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を譲渡したとき。

(8)　第25条又は第26条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

(9)　受注者が次のいずれかに該当するとき。

イ　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。

ロ　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

ヘ　資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

ト　受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第24条　第22条又は第23条に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（受注者の催告による解除権）

第25条　受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

（受注者の催告によらない解除権）

第26条　受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

(1)　契約の内容を変更したため賃貸借料の総額が３分の２以上減少したとき。

(2)　発注者が第20条により残存期間の賃貸借支払額全額を前払いしなければならない事由が発生したとき。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第27条　第25条又は前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（合意解除）

第28条　発注者は、必要があると認めるときは、第21条から前条までの規定にかかわらず、契約の相手方と協議して、この契約を解除することができる。

（発注者の損害賠償請求等）

第29条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。

(1)　引渡期日までに自動車の引渡しを完了することができないとき。

(2)　自動車に契約不適合があるとき。

(3)　第22条又は第23条に定める事由があるとき。

(4)　前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。

２　次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、賃貸借料の総額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

(1)　第22条又は第23条の規定により自動車の引渡し前にこの契約が解除されたとき。

(2)　自動車の引渡し前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。

３　次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

(1)　受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

(2)　受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

(3)　受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

４　第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。

５　第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、賃貸借料の総額から既履行部分に相応する金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年2.5パーセントの割合で計算した額とする。

６　第２項の場合（第23条第７号及び第９号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。

（談合等不正行為に対する措置）

第29条の２　受注者は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、該当した時点における賃貸借料の総額の10分の２に相当する額を損害賠償金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

(1)　受注者又は受注者を構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第２条第２項の事業者団体（以下「受注者等」という。）が、この契約について独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反したとして、受注者等に対する独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）又は独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。

(2)　前号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付命令（独占禁止法第63条第２項の規定により取り消されたものを含む。次号において同じ。）により、受注者等が、この契約について独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされたとき。

(3)　確定した排除措置命令又は納付命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が示された場合（この契約が示された場合を除く。）において、当該期間にこの契約の入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、この契約が当該取引分野に該当するものであるとき。

(4)　受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。

２　前項の規定は、この契約による賃貸借期間が満了した後においても同様とする。

（遅延損害金）

第30条　発注者は、この契約に基づく受注者に対するすべての債務について、その支払を遅延したときは、支払うべき金額に対し支払完済日まで、年2.5パーセントの割合による遅延損害金を受注者に支払うものとする。

（規定損害金）

第31条　第25条又は第26条の規定によりこの契約が解除されたときは、発注者は、表記７記載の規定損害金及び解約までに既に支払日が到来している未払い賃貸借料を直ちに支払うものとする。ただし自動車が返還されたときは、第35条による評価額を控除するものとする。

（自動車の返還）

第32条　第25条又は第26条の規定によりこの契約が解除されたときは、発注者は直ちに自動車を受注者に返還しなければならない。なお、受注者は返還を受けた自動車を自由に処分できるものとする。

２　発注者は、自動車を第37条で受注者に帰属したものを除き、発注者の費用負担で原状に回復したうえで受注者の指定する場所に返還するものとし、発注者が原状に回復しない場合には、受注者は付加された物件を含めて自動車を引取ることができる。なお、付加された物件については第35条による自動車の評価に含めるものとする。したがって発注者は、その物件の返還または損害賠償等の請求は一切しないものとする。

３　また、発注者が任意に自動車を返還しないときは、受注者は任意に自動車を引き揚げることができるものとし、受注者がその占有を回復のため要する費用は発注者が負担するものとする。

（権利譲渡の禁止）

第33条　受注者はこの契約上の権利を第三者に担保に入れ、または譲渡・信託することができないものとする。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りではない。

（所有権侵害行為の排除）

第34条　発注者は、自動車を他に譲渡したり、第三者に使用させたり、その他受注者の自動車に関する権利を侵害するような行為をしないものとする。

２　発注者は、第三者から侵害のないよう自動車を保全するものとし、万一、そのような事態が発生したときは、直ちに受注者にその旨を通知するとともに、その回避、排除に努めるものとし、かつ受注者の指示に従うものとする。

（返還自動車の評価）

第35条　受注者が返還を受けた自動車は、（一財）日本自動車査定協会による査定またはその他公正な方法によって評価するものとし、査定料等自動車の評価に関する費用は発注者が負担するものとする。

（賃貸借支払額の割戻し）

第36条　発注者が賃貸借期間中において自動車を使用しない期間もしくは使用できない期間があるとき、また、表記10(6)のメンテナンス及びその他のサービス、その他本契約上の受注者のサービスを利用しなかったとき、発注者はその理由のいかんにかかわらず、賃貸借支払額の変更・減免・返還等を一切請求しないものとする。

（部品等の追加装着）

第37条　発注者が本契約以外の部品等の追加装着をする場合には、受注者の承諾を得て行いこれにかかわる費用は一切発注者が負担し、その所有権については、受注者が承諾した場合を除きすべて受注者に帰属するものとする。

（費用の変動）

第38条　賃貸借期間中、自動車税、自動車重量税、この契約に基づく取引に関する公租公課、自動車損害賠償責任保険料、自動車保険料等が変動し、表記10の賃貸借料に含まれる費用が増加した場合は、発注者がその増加分を負担するものとし、減額した場合は、受注者がその減額分を返還するものとする。ただし、自動車保険料の割引の変動による保険料の過不足については、原則として、精算しないものとする。

２　賃貸借期間中に、消費税率の変動により表記４の消費税額が変動した場合、発注者は変動後の税率に置き換えた消費税額及び地方消費税額を受注者に支払うものとする。

（予算の減額又は削除に伴う解除等）

第39条　本契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定による長期継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る発注者の歳出予算について減額又は削除があった場合、発注者は、この契約を変更し、又は解除することができる。

２　前項の規定により本契約を変更し、又は解除したことにより受注者に損害が生じたときは、発注者は、受注者に対して損害賠償の責めを負うものとする。この場合における賠償額は、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。

（補足）

第40条　この契約に定めのない事項及びこの契約の履行について、疑義が生じた場合は発注者と受注者とが協議のうえ定めるものとする。
